自立支援医療指定医療機関関係法令
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（抜粋）」

第５条　　　1～23（省略）

24　この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障害の状態の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるものをいう。

（支給認定等）

第５４条　　市町村等は、前条第１項の申請に係る障害者等が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必要があり、かつ、当該障害者等又はその属する世帯の他の世帯員の所得の状況、治療状況その他の事情を勘案して政令で定める基準に該当する場合には、厚生労働省令で定める自立支援医療の種類ごとに支給認定を行うものとする。…（省略）

２　　市町村等は、支給認定をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事が指定する医療機関（以下「指定自立支援医療機関」という。）の中から、当該支給認定に係る障害者等が自立支援医療を受けるものを定めるものとする。
３　市町村等は、支給認定をしたときは、支給認定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「支給認定障害者等」という。）に対し、厚生労働省令で定めるところにより、次条に規定する支給認定の有効期間、前項の規定により定められた指定自立支援医療機関の名称その他の厚生労働省令で定める事項を記載した自立支援医療受給者証（以下「医療受給者証」という。）を交付しなければならない。

（指定自立支援医療機関の指定）

第５９条　　第５４条第２項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、病院若しくは診療所（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。以下同じ。）又は薬局の開設者の申請により、同条第１項の厚生労働省令で定める自立支援医療の種類ごとに行う。

２ 　都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、指定自立支援医療機関の指定をしないことができる。

一 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、健康保険法第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は厚生労働省令で定める事業所若しくは施設でないとき。

二 当該申請に係る病院若しくは診療所若しくは薬局又は申請者が、自立支援医療費の支給に関し診療又は調剤の内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて第６３条の規定による指導又は第６７条第１項の規定による勧告を受けたものであるとき。

三 申請者が、第６７条第３項の規定による命令に従わないものであるとき。

四 前３号のほか、当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、指定自立支援医療機関として著しく不適当と認めるものであるとき。

３ 　第３６条第３項（第１号から第３号まで及び第７号を除く。）の規定は、指定自立支援医療機関の指定について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。
（指定の更新）

第６０条　　第５４条第２項の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。

２　　健康保険法第６８条第２項の規定は、前項の指定の更新について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。
（指定自立支援医療機関の責務）
第６１条　　指定自立支援医療機関は、厚生労働省令で定めるところにより、良質かつ適切な自立支援医療を行わなければならない。

（都道府県知事の指導）

第６３条　　指定自立支援医療機関は、自立支援医療の実施に関し、都道府県知事の指導を受けなければならない。

（変更の届出）

第６４条　　指定自立支援医療機関は、当該指定に係る医療機関の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（指定の辞退）

第６５条　　指定自立支援医療機関は、１月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる。

（報告等）

第６６条　　都道府県知事は、自立支援医療の実施に関して必要があると認めるときは、指定自立支援医療機関若しくは指定自立支援医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）に対し報告若しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定自立支援医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者（開設者であった者等を含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定自立支援医療機関について設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
２　　第９条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用する。

３　　指定自立支援医療機関が、正当な理由がなく、第一項の規定による報告若しくは提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、都道府県知事は、当該指定自立支援医療機関に対する市町村等の自立支援医療費の支払を一時差し止めることを指示し、又は差し止めることができる。
（勧告、命令等）

第６７条　　都道府県知事は、指定自立支援医療機関が、第６１条又は第６２条の規定に従って良質かつ適切な自立支援医療を行っていないと認めるときは、当該指定自立支援医療機関の開設者に対し、期限を定めて、第６１条又は第６２条の規定を遵守すべきことを勧告することができる。
２　　都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定自立支援医療機関の開設者が、同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。
３　　都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定自立支援医療機関の開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定自立支援医療機関の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。
４　　都道府県知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。
５　　市町村は、指定自立支援医療を行った指定自立支援医療機関の開設者について、第６１条又は第６２条の規定に従って良質かつ適切な自立支援医療を行っていないと認めるときは、その旨を当該指定に係る医療機関の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。
（指定の取消し等）

第６８条　　都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定自立支援医療機関に係る第５４条第２項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
　　　　　　一　　指定自立支援医療機関が、第５９条第２項各号のいずれかに該当するに至ったとき。
二　 指定自立支援医療機関が、第５９条第３項の規定により準用する第３６条第３項第４号から第５号の２まで、第１２号又は第１３号のいずれかに該当するに至ったとき。
三　　指定自立支援医療機関が、第61条又は第62条の規定に違反したとき。

四　　自立支援医療の請求に関し不正があったとき。

五　　指定自立支援医療機関が、第６６条第１項の規定により報告若しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
　　　　 　六　　指定自立支援医療機関の開設者又は従業者が、第６６条第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定自立支援医療機関の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定自立支援医療機関の開設者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
　　　　２　　　第５０条第１項第８号から第１２号まで及び第２項の規定は、前項の指定自立支援医療機関の指定の取消し又は効力の停止について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。
